
Tax update

平成29年度税制改正において、外国子会社合算税
制（タックスヘイブン対策税制）の大幅な見直しが行
われました。この税制は､国内企業が低税率の海外子
会社に所得を移転することにより日本における法人税
負担を不当に軽減することを防ぐため、一定の要件に
該当する海外子会社の所得について、国内企業（海外
子会社の株主）の所得と合算して日本で課税するもの
です。前号（本誌2017年6月号）においては、旧制
度の概要と新制度の概要について説明しました。今号
では、重要な改正ポイントと海外に進出している日本
企業に求められる対応について解説します。
参考として、合算課税の対象となる外国関係会社※1

の租税負担割合※2に着目した今回の改正のイメージ
図を掲載します（＜図1＞参照）。

1. ペーパーカンパニー等にかかる会社単位の合算課
税の強化
旧制度においては、外国関係会社の租税負担割合が

「20％以上」であれば、この税制の適用に伴う合算課
税は一切ありませんでした。これを奇貨として、租税
負担割合が20％以上の国の外国関係会社を使って租
税負担を減らす税務プランニングが行われることもあ
りました※3。このようなケースでは、経済実体のない
会社が用いられるケースが多いのですが、外国関係会
社の中で、新制度下の「ペーパーカンパニー ※4」に該
当するものについては、今後は税負担率にかかわらず
所得の全額を合算課税することになります。
また、総資産に占める「一定の受動的所得」の割合
が高い「事実上のキャッシュボックス※5」や「ブラッ
クリスト国所在の外国関係会社※6」についても、同様
に所得の全額が合算課税されることとなります。

Ⅰ　はじめに

外国子会社合算税制（タックスヘイブン対策税制）の改正 後編

Ⅱ　重要な改正ポイント

※1　日本居住者・内国法人等が合計で50％超の持分を直接・間接に保有している外国法人
※2　通常は、「支払った租税の金額／現地法令に基づく所得の金額」で計算される。分母の所得の金額には、現地法令上は課

税所得に含まれない、いわゆる「非課税所得」が加算される。
※3　例えば、現行制度上、日本法人が25％未満の持分の外国法人株式を直接保有する場合には、外国子会社配当益金不算入

制度の適用はなく、受取配当は全て日本において課税される。これらの株式を、配当益金不算入制度を有し租税負担割合
が20％を超える国（例えばオランダ）の子会社を介して日本法人が保有すれば、当該配当に関して実質的に外国子会社
配当益金不算入制度の適用を受けることが可能となる。

※4　主たる事業を行うに必要と認められる事務所等の固定施設を持たず、かつ、その本店所在地国において事業の管理、支配、
運営を自ら行っていない外国関係会社

※5　総資産の額に対する一定の受動的所得の割合が30％を超え、かつ、総資産の額に対する金融資産等の割合が50％を超え
る外国関係会社、とされている。

※6　情報交換に関する国際的な取り組みへの協力が著しく不十分な国・地域に本店等を有する外国関係会社。国・地域は財務
大臣によって指定（告示）される。
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※7　外国関係会社の租税負担割合が20％以上の場合は制度の適用が免除される。
※8　外国関係会社の租税負担割合が20％以上の場合は制度の適用が免除される。
※9　一定のグループファイナンスに係る貸付金利子は除かれる。
※10　一定の化石燃料採取法人から受ける配当に関しては、持株割合10％未満の株式にかかる配当が対象とされる。

ただし、企業の事務負担軽減の措置として、租税負
担割合が30％以上の前記ペーパーカンパニー等につ
いては、＜図1＞のとおり、制度の適用が免除されま
す（制度適用免除基準）。

2. 受動的所得の範囲拡大に伴う部分合算課税の強化
前号でも説明したとおり、ペーパーカンパニー等に
該当しない外国関係会社については、「経済活動基準」
を満たすか否かを検討しなければなりません（＜図1＞
参照）。一つでも満たさない場合には、外国関係会社
の全ての所得が合算課税対象とされます（会社単位の
合算課税）。これは、旧制度とほとんど変わらない取
扱いです※7。
問題になるのは、四つの経済活動基準を全て満たす
場合です（旧制度においては、適用除外基準を全て満
たすケースに該当します）。この場合は、「一定の受動
的所得」についてのみ合算課税対象となります（部分
合算課税制度）※8。この制度は、旧制度における「資産
性所得」の合算課税と同様のコンセプトによる課税で

すが、旧制度と比較して大きなインパクトを企業にも
たらすものです。
次ページの＜表1＞は、旧制度における合算課税対

象である「資産性所得（受動的所得）」と、改正後の
合算課税対象となる「一定の受動的所得」の範囲を対
比したものです。明らかに、その合算対象とされる所
得の種類は増えており、かつその範囲も広がっていま
す。例えば、旧制度において対象とされる「利子」は、
債券の利子だけでしたが、改正後は利子全般に広げら
れています※9。また、「配当」についても、旧制度で
は持株割合10％未満の株式にかかる配当が対象でし
たが、改正後は25％未満の株式にかかる配当まで対
象が広げられています※10。
次ページの＜ケーススタディ＞をご参照ください。
適用除外基準（経済活動基準）を満たす外国関係会
社（租税負担割合が20％未満）が保有割合10％以上
25％未満のB社株式を保有しています。取引A（B社
から配当を受け取る）、取引B（B社から貸付金の利子
を受け取る）、取引C（B社株式を譲渡して譲渡益を得

▶図1　改正のイメージ図（租税負担割合に着目した整理）

NoYes 適用免除

外国関係会社に該当するか？ 合算課税なし

合算課税なし 合算課税なし 合算課税なし

会社単位の合算課税 受動的所得の
部分合算課税 会社単位の合算課税

適用免除（租税負担割合が
20％以上）に該当するか？

適用免除（租税負担割合が
20％以上）に該当するか？

ペーパーカンパニー適用免除
（租税負担割合が30％以上）に
該当するか？

下記の経済活動基準を全て充足
するか？
①事業基準
②実体基準
③管理支配基準
④所在地国基準又は非関連者基準

外国関係会社は下記のペーパー
カンパニー等に該当するか？
①ペーパーカンパニー
②事実上のキャッシュボックス
③ブラックリスト国に所在する会社
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る）を行った場合に、「旧制度」においては合算課税
が生じませんが、改正後の「新制度」では、合算課税
が生じてしまうので、注意が必要です。

1. 外国関係会社の判定
外国関係会社の判定における間接保有割合の計算が、

50％超の株式等の保有を通じた連鎖関係を勘案する
ものに見直されます。株式の実際の保有がなくても、
実質的に外国法人を支配している場合（一定の要件あ
り）には、当該外国法人が外国関係会社の範囲に加え
られます。

2. 経済活動基準（旧適用除外基準）の見直し
実体のある事業を行っている航空機リース会社や製
造子会社の所得が合算されないように、事業基準、所
在地国基準が見直されます。第三者を介在させること
で、「非関連者基準」を形式的に満たすケースへの対
応がなされます。

3. 推定課税の導入
当局の職員が税務調査等に際して、1）外国関係会
社がペーパーカンパニーに該当しない要件を満たすこ
とを明らかにする書類等、2）外国関係会社が経済活
動基準を充足することを明らかにする書類等、の提出
を求めることが認められます。期限までにそれらの書
類の提出がない時は、その外国関係会社は前記の要件
を満たさないものと推定されます。

1. 課税リスクへの対応
現時点で「ペーパーカンパニー」の一般的な定義は
明らかにされたものの※4、限界事例は明らかではあり
ません。外国関係会社がペーパーカンパニーや事実上
のキャッシュボックスに認定され、いったん合算課税
の対象になると合算額が巨額になる可能性があります。
また、今回の改正で部分合算課税の対象となる受動
的所得の種類と範囲が大幅に拡大されています。これ
まで対象とされなかった貸付金に係る受取利子や一定
の配当金・キャピタルゲインも合算課税の対象に含ま

▶表1　部分合算課税の対象となる受動的所得の範囲

Ⅲ　その他の改正点

Ⅳ　日本企業の対応

【旧制度の「資産性所得」の範囲】
【改正後の「一定の受動的所得」の範囲】★

対象所得の範囲 対象所得から除外されるもの

債券の利子※
イ 利子◎ 業務の通常の過程で得る預金利子、一定のグループファイナンスに係る貸

付金利子を除く債券の償還差益※

持株割合10％未満の株式等に係る配当※ ロ 配当◎ 保有割合25％以上の株式等係る配当を除く
（注）一定の資源投資法人から受ける配当にあっては、10％以上

－ ハ 有価証券の貸付けの対価◎ －

持株割合10％未満の株式等の譲渡益※
二 有価証券の譲渡損益◎ 保有割合25％以上の株式等に係る譲渡を除く

債券の譲渡益※

－ ホ デリバティブ取引に係る損益◎ ヘッジ目的のもの、一定の商品先物取引業者等が行う一定のデリバティブ
取引に係る損益を除く

－ へ 為替差損益◎ 事業（外国為替差損益を得ることを目的とする事業を除く）に係る業務の
通常の過程で生ずるものを除く

－ ト 金融資産から生じる上記各種所
得以外の所得◎ ヘッジ目的のものを除く

船舶・航空機の貸付けの対価 チ 有形資産の貸付けの対価 一定のリース事業に係る対価、本店所在地国使用資産等に係る対価を除く

特許権等の使用料
（自己開発等一定のものに係る使用料を除く） リ 無形資産の使用料 自己開発等一定のものに係る使用料を除く

（注）無形資産の範囲は、現行の事業基準における無形資産の範囲と同様

－ ヌ 無形資産の譲渡損益 自己開発等一定のものに係る譲渡損益を除く　（注）同上

－ ル 資産、人件費、減価償却費等の
裏付けのない所得 －

（注）1　上記※の所得については、事業（株式保有業等の特定事業を除く）の性質上重要で欠くことのできない業務から生じたものは合算対象から除外
（注）2　上記◎の所得については、現地法令に準拠して事業活動を行う一定の金融機関は、合算対象から除外
出典：自由民主党税制調査会作成資料を一部加工して作成
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【旧タックスヘイブン対策税制では】

【改正後のタックスヘイブン対策税制では】

お問い合わせ先
EY税理士法人
ビジネスタックスアドバイザリー
Tel：03 3506 2603
E-mail：hiroshi.namba@jp.ey.com

れることになり、チェックを怠っていると思わぬ課税
が生じることが考えられます。
新制度は、外国関係会社の平成30年4月1日以後に

開始する事業年度から適用されます。まだ時間的猶予
があるように思われますが、海外進出企業は対応を急
ぐべきです。求められる対応は、①課税リスクの予想・
特定・抽出②課税リスクへの対処法・予防策の策定・
実行です。①に関しては、海外子会社にかかる広範な
情報収集が必要です。ここでは、将来の課税リスクの
抽出・予想が求められます。特に、これまでの旧制度
下では何ら問題がなかったが、改正後は問題になるよ
うなケースに注意が必要です（＜ケーススタディ＞参
照）。②に関しては、海外子会社の企業実体・機能の
追加・変更、合併等の組織再編を通じた企業実態・機
能の変更、グループ内会社間の資本関係（持分割合）
の変更といった、より大がかりな対応が必要になるか
もしれません。

2. コンプライアンス（申告義務等の遵守）
今回の改正に当たっては、租税回避に関与していな
い企業に過剰な事務負担がかからないように配慮する
ことが謳

うた

われていました。しかし、やはり日本親会社
の事務負担が相当程度増えることが予想されています。
特に、今まではほとんど考慮する必要のなかった租

税負担割合が20％を超えている外国関係会社について
も、ペーパーカンパニー等の該当可能性を検討するた
めに、当該会社の実態や所得に関する情報収集と分析
が必要となります。また、経済活動基準を満たす外国
関係会社についても、部分合算課税を受ける受動的所
得の種類・範囲が大幅に拡大されたことにより、その
事業形態や発生した所得類型に関する情報収集と分析
に多大な労力がかかることが考えられます。情報収集
に関しては、海外子会社から適時・適切に情報を吸い上
げるための仕組みの構築や海外子会社に対するインス
トラクションの作成など、早急な体制整備が必要です。
推定課税の導入（Ⅲ3.）に伴って、事前に準備する
必要のある文書の確認・作成や申告書作成業務の効率
化も検討する必要があります。新制度下のコンプライ
アンス（申告義務等の遵守）に関しては、合理的で適
切な対応が求められます。

▶ケーススタディ　外国関係会社（租税負担割合が20％未満）が保有する子会社株式の割合が10％以上25％未満
のケース

［事例］
日本の親会社（A社）が外国関係会社（CFC）と共にB社の株式を100％保有している。当該外国関係会社が直接保有するB社株式の
保有割合は10％以上25％未満である。B社から配当及び利子（貸付金）を受け取り、B社株式の一部を第三者に譲渡して株式譲渡益
を得ている。（外国関係会社の租税負担割合は20％未満であるが、適用除外基準（経済活動基準）は満たす）

A－保有割合が10％以上の場合、CFCの配当所得は合算課税
の対象となりません

B－貸付金から生じる 利子所得は受動的所得の範囲に含まれ
ません

C－B社株式譲渡益は受動的所得とみなされません

A－保有割合が25％未満の場合、CFCの配当所得は合算課税
の対象となります

B－原則として、利子所得は、保有割合に関係なく受動的所
得の範囲に含まれます＊。

C－保有割合が25％未満の場合、B社株式譲渡益は受動的所
得とみなされます

＊　ただし、CFCがグループ・ファイナンス機能を果たし関連する実
体がある場合（要件を充足する場合）は、対象から除外される（グ
ループ外への貸付は常に対象となる）。

 

＜国内＞

＜海外＞
取引B：利子の受取

取引A：配当
保有割合が
10％以上25％未満

取引C：B社株式譲渡益

X

外国関係
会社

（CFC）

B社

A社（日本）
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